
各地域における水道施設は、地域の実情に合わせて発展し、地域

住民の生活に欠くことのできないものとなっております。また、水道の

普及率は100％に近づき、近年では普及（建設）から維持（管理）・向上

（更新）の時代に入っております。

こうした中で、厚生労働省より2013年に「新水道ビジョン」が公表され、
それに伴う水道事業ガイドラインが2016年に改正されました。

水道施設は、人口減少に伴う料金収入の減少や、施設の老朽化及
び耐震化に伴う更新投資の増加といった大きな課題を抱えています。
それらに加えて、地球温暖化防止にむけたカーボンニュートラルの推
進や、情報技術を駆使した高度な運転管理の導入など、取り組むべき
課題はたくさんあります。
株式会社日水コンは、創業から今日まで、お客さまのご要望に応え

るべく実績と経験を積み重ねてまいりました。

当社は、水道事業を取り巻く様々な課題に取り組まれるお客さまを

ご支援するため『設備更新計画』を提案いたします。

◆導入初期：設備を設置してから数年間は初期故障による不具合は

ありますが、大した点検を必要とせず、機能低下も見られず機器

の減価償却によりコストが低下する期間です。

◆維持管理・補修時期：この時期における初期段階は導入初期と変

わらぬ状態ではありますが、後半は日常点検以外にも機器の動

作試験や測定試験を行う必要があり、新機種の登場等により機能

も相対的に低下しはじめます。さらには故障の原因につながる因

子も発生し、部品交換の必要性もでてきます。ライフサイクルコス

トは減価償却による低下傾向から、後半では維持管理費の増大

から上昇傾向に変わります。

◆更新時期：この時期では、維持管理費は増大の一方で、メーカー

からの部品供給も一部不可能となり、機能性の低下は加速度的

になります。当然ながら維持管理にも支障が出てくることから、故

障発生率もさらに上昇することになります。

実際の更新については、図2に示す3つの要因の交錯する場所

（青色の部分）となる時期に行うことが最善となります。この時期（数

年の幅がある）の中で更新計画を詳細に立案して実施に向かうこと

となります。一般に基準更新年数の設定については、設備更新を機

能的＋安定的（安全）＋経済的に行うことができるように、交錯場所

を現設備の状態から定量的に把握して決定する必要があります。

水道設備を取り巻く背景 設備更新を必要とする要因

電気計装・機械設備機器は、合理的な維持管理を行うために構成・

制御方式の統一化を目指した更新が必要となります。また、更新を行

うに際しては要求事項が多々あり、単に機器の寿命だけで更新の是非

を決定できません。これらを受けて、更新に至る種々の要因を解析す

る必要が生じます。

更新を必要とする要因としては

■ 物理的要因…故障率と経過時間の相関

＝② 故障発生率

■ 機能的要因…絶対的機能低下と相対的機能低下の比較

＝① 機能・性能

■ 経済的要因…経済的耐用年数と金額の相関

＝③ ライフサイクルコスト

これらの要因を一つの図に表現することにより、更新時期を明確にす

ることが可能となります。

水道設備更新計画の必要性

既存の認可・計画のほかに、マスタープランの策定においては、水

道ビジョンや危機管理マニュアル等、各種通達に基づく業務が多数あ

ります。しかしながら、電気計装・機械設備においては、これらの業務

の具体的な内容までは明記されず、それぞれの業務の関連性につい

ての定義も曖昧なのが現状です。また、環境問題における省エネルギ

ーや未利用エネルギーの有効活用、コスト縮減にからむ人的資源の

問題、イニシャル・ランニングコスト縮減による長期整備計画、自動化・

省力化の問題等、それぞれの問題を包括的に電気計装・機械設備の

問題として捉えることは非常に困難な状況にあります。

図1は、上記の水道ビジョンや危機管理マニュアル等と本提案の「設

備更新計画」の位置付けをイメージ化したものです。
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図1 新水道ビジョンや危機管理マニュアル等と
「設備更新計画」の位置付け

水道施設の設備更新計画（電気計装・機械設備）
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設備診断のまとめ

設備更新計画業務のスキーム

既存の認可、計画やマスタープラン・水道ビジョン等では、電気計装・

機械設備更新計画の業務内容は、具体性のない計画とならざるを得な

いのが現状です。実際に基本設計時に条件として提示されているのは

金額（予算）と抽象的なキーワードのみです。それに対して「設備更新計

画」では、年次計画において具体的な条件を設定します。

一方、具体性の中にも選択肢を複数設定することで、基本・実施設計

時の時間差による社会情勢に配慮した見直しを行うことができます。

このような計画の策定に際して最も重要なのは、本提案業務を行うコ

ンサルティング能力若しくは技術者の質だと当社は考えています。日水

コンでは以下の特徴を生かし、「設備更新計画」が有効な計画となるよう

にサポートいたします。

●豊富な実績…水道業界第一位の実績があり、設備更新・改良に関わ

る受注実績も多数有し、全国の様々な環境、毎年変化する社会情勢に

対応する技術力を育んでいます。

●豊富な技術者・有資格者…他の水道系設計又はコンサルティング事

務所と異なり、機械・電気計装設備担当技術者が全国に80名以上在籍

しています。また、技術士（電気電子部門）をはじめ、1級電気施工管理

技士やRCCM等、様々な有資格者が在籍しています。様々な部門の有

能な技術者と有資格者がサポートいたします。

その他にもアセットマネジメント業務やISO認定取得（品質マネジメ

ントシステム：ISO9001、環境マネジメントシステムISO14001）等により、

当社はお客さまを多角的な側面からサポートいたします。

特にお問合せが多い実際の設備更新計画業務の流れを説明した

「業務のスキーム（実施方法）」は図3のとおりです。

本提案業務における当社の強み
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6 施工監理

特 徴
設備の重要性や事業体の経営的側面といった付
加価値的要素を従来の方法に加えている。

最近の設備診断

手法
機械電気設備機器の更新量が急増傾向になり、更新に向けた設備診断手法

の開発が進んだ。

・「水道施設機能診断マニュアル」公益財団法人水道技術研究センタ－

・「水道施設更新指針」公益社団法人日本水道協会

・「公共施設電気設備におけるリニュ－アルの意思決定手法」電気学会

問題点

・理解に専門知識や経験が必要で客観性が不足

・アカウンタビリティ－に欠ける

従来の設備診断

手法
・法定耐用年数との比較により、更新の必要性を

機械的に判定

・目視のみによる外観上の劣化／腐蝕等の調査

・異音や異臭の有無の調査

図3 設備更新計画業務のスキーム
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